
部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

企画総務課 区域まちづくり事業（北区） 42,647 36,082 1

企画総務課
区役所フロアマネージャー設置事業
（北区）

2,530 2,530 4

企画総務課 区役所広報・広聴・相談事務（北区） 51 51 5

新金岡市民センター 新金岡市民センター管理事業（北区） 25,852 25,852 6

自治推進課 自治会活動推進事業（北区） 47,221 47,221 7

自治推進課 地域まちづくり支援事業（北区） 9,000 9,000 8

自治推進課 自主防災活動支援事業（北区） 750 750 9

自治推進課 まち美化推進事業（北区） 32 32 10

自治推進課 減量化・資源化事業（北区） 18,183 18,183 11

市民課 戸籍住民基本台帳事務（北区） 3,017 3,017 12

北保健福祉総合セン
ター

生活援護課 生活保護適正化（北区） 27,283 27,283 13

北保健福祉総合セン
ター

生活援護課
自立支援プログラム策定実施推進事
業（北区）

2,739 2,739 14

北保健福祉総合セン
ター

地域福祉課
聴覚・視覚障害者コミュニケーション支
援事業（北区）

3,245 3,245 15

北保健福祉総合セン
ター

地域福祉課 高齢者福祉事務管理経費（北区） 1,108 1,108 16

北保健福祉総合セン
ター

子育て支援課 女性相談事業（北区） 6,171 6,171 17

北保健福祉総合セン
ター

子育て支援課 ひとり親家庭等支援事業（北区） 3,107 3,107 18

北保健福祉総合セン
ター

子育て支援課 在宅乳幼児親子教室開催事業（北区） 20 20 19

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター 健康都市づくり関連事業（北区） 650 650 20

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター 予防接種（北区） 5,224 5,224 21

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター 健康増進栄養事業（北区） 61 61 22

その他事業一覧



部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

その他事業一覧

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター 食育推進事業（北区） 93 93 23

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター 成人保健指導事業（北区） 168 168 24

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター がん検診（北区） 238 238 25

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター 難病患者支援事業（北区） 12 12 26

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター 被爆者健診事業（北区） 55 55 27

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター 歯科口腔保健事業（北区） 40 40 28

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター フッ素塗布事業（北区） 105 105 29

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター
妊産婦・乳幼児等の保健指導事業（北
区）

439 439 30

北保健福祉総合セン
ター

北保健センター 特定保健指導事業（北区） 113 113 31



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

・区民ニーズなどを踏まえた
事業実施

　R　～　R

合計 0 0

関連事業：

その他　特記事項

・区民ニーズなどを踏まえた
事業実施

・区民ニーズなどを踏まえ
た事業実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区企画総務課

42,647

令和2年度予算額

69,828

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

50,509
事業名 区域まちづくり事業（北区）

事業

概要

　区民ニーズなどを踏まえながら、主体的に区域の特色に応
じた事業を実施する。

　北区の特色に応じた様々な事業を企画・立案し、実施する。
（個別事業については、参考資料を参照）

　区民ニーズなどを踏まえながら、主体的に区域の特色に応
じた事業を実施する。これまで実施している区民参加・区民
協働による事業をさらに発展させ取り組んでいくなど、より一
層、区が区域の特色に応じた事業を実施するために予算を
要求するもの。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

基本計画
　施策番号

　 　

1



区域まちづくり事業（北区）

事業名 事業概要 金額（千円）

1 北区交流まつり事業
北区に住み・働く人々が集い、相互に連帯感を強め、まちづくり意識の高揚を図り、地域社会
の発展に寄与することを目的として、毎年開催している。北区15校区の模擬店出店・歌や踊
りのステージ・子どもコーナー・各種団体出展コーナーやヒストリックカーの展示などを行う。

5,980

2 ブックスタート事業「はじめての絵本」
1～3カ月児とその保護者を対象とした「エンジェル交流広場」で、ボランティアによる絵本の
読み聞かせを行い、4ヶ月健診時に絵本を配布することで、絵本の読み聞かせのきっかけづ
くりと参加した保護者同士の交流を促進する。

1,304

3 第８回　北区子育てフェスタ
区内に居住する子育て世代に北区の子育て支援施策・制度をＰＲするとともに、地域で活動
している子育てひろばをはじめとした団体と親子の交流を促進するイベントを開催し、子育て
層が孤立しないための地域ぐるみの子育て支援に繋げていく。

1,600

4 ようきた（北）ね！子育て三ツ星プラン

「子どもが輝く・保護者が輝く・地域が輝く」三つの輝く星をイメージし、子育てしやすい北区を
つくる。
今まで個別で展開していた事業を一元化し、包括的に子育て支援ができる事業形態に移行
する。

989

5 やんぐ★るーきーず
若年で出産した母を対象にして、交流会や学習会を実施する。季節行事や軽作業を実施し
ながら、親子の交流を深め、母親同士も交流を図る。若年で出産した母親が、社会で孤立せ
ず、自立していきいきと楽しく育児ができることをめざす。

385

6 堺市北区地域子どもの居場所づくり支援事業
地域における子どもたちが放課後等に、自主学習や遊び体験などを通じて、気軽に安心して
過ごせる居場所をつくる事業に要する経費を支援することにより、地域で子どもたちが健や
かに育つ環境を整備することを目的として、補助金を交付する。

2,400

7 北区自主室
新金岡市民センター内に中学生・高校生を対象にした学習できる場を設置することで、子ど
もの自主学習を推進する。

1,000

8 北区安全安心のまちづくり事業
防犯・交通安全に対する意識の高揚と地域住民による活動を支援するため、地域や警察等
関係機関と連携しながら、公的防犯カメラの設置や、自転車運転シミュレーターを使用した交
通安全講習会を開催する。

3,224

2



区域まちづくり事業（北区）

事業名 事業概要 金額（千円）

9 北区自主防災推進事業

防災士や地域防災リーダーを対象にした防災ステップアップ研修や集合住宅の防災を考え
る、マンション防災講座等を実施し、「自助」「共助」及び地域活動に参加することの重要性に
ついて認識を深めるとともに、自主防災組織の支援や備蓄資機材の充実を図り、防災意識
の高揚に努める。

6,460

10 非常食品を活用した防災関連事業
誰もが日常の延長の上から参加しやすく、なお且つ災害に関心を高める取組として、非常食
品を活用した料理の提案や災害時に役立つ身の回りの品物を利用した防災グッズの作り方
の講習会を実施することで、北区民の防災意識の向上に寄与する。

72

11 彩りコンサート
区民に音楽に触れる機会や発表する場を提供する北区音楽祭や、季節の移り変わりが感じ
られる彩りコンサートを実施する。

152

12 北区区民活動支援コーナー事業
まちづくり活動に役立つ講座・イベントの実施、活動相談、会議室等の貸出など、区民のまち
づくり活動を支援するための施設「北区区民活動支援コーナー」の運営を行う。

10,017

13 美化推進事業
環境美化意識の高揚と北区における美化活動及び地域の連携を推進するため、北区自治
連合協議会が各校区で一斉に清掃活動を実施するとともに、不法投棄防止についての環境
美化啓発活動を行う。

285

14 区域まちづくり推進事業 区民ニーズに柔軟に対応するため、年度途中に必要となった新規事業を実施する。 3,000

15 区域環境整備
年度途中に発生する区域の環境整備等にかかる事案について所管課に対応を依頼し、実
施することでより一層住民ニーズに則したきめ細かなまちづくりを推進する。

5,779

合　　　計 42,647

3



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

2,530 2,530

事業名 区役所フロアマネージャー設置事業（北区）

庁舎案内業務等

事業

概要

フロアマネージャーの設置により、市民満足度の向上を図
り、「より親切・便利な区役所」の実現を図る。

きめ細かいサービスを推進するため、来庁者に積極的に働き
かけるフロアマネージャーを区役所に設置する。

フロアマネージャーによる案内は、「より親切・便利な区役所」
の実現を図るために必要な事業である。フロアマネージャー
から来庁者に声をかけ、積極的な案内を行うことで、より市民
サービスを向上させるための予算を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 北区役所企画総務課

2,530

令和2年度予算額

2,507

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,530

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 2,530 2,530

関連事業：

その他　特記事項

平成18年4月　区役所設置と
同時に全区にフロアマネー
ジャーを設置した。

業務のあり方及び実施手
法等について検討し、市
民満足度の向上を図る。

スケジュール（経過及び今後展開）

業務のあり方及び実施手法
等について検討し、市民満足
度の向上を図る。

　R　～　R

基本計画
　施策番号

　 　

4



 令和3年度当初予算　予算要求シート

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

より効果的・効率的な相談窓
口の運営をめざし、検討を続
ける。

　R　～　R

合計 54 51

関連事業：

その他　特記事項

・交通事故相談体制の見直
し(Ｈ23)

より効果的・効率的な相談
窓口の運営をめざし、検
討を続ける。

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所企画総務課

51

令和2年度予算額

86

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

54
事業名 区役所広報・広聴・相談事務（北区）

市民相談事務

事業

概要

【広報紙事務】
　唯一の紙媒体である広報紙を活用し、区政情報をきめ細かに、広く区民に
周知することを目的とする。

【広聴・相談事務】
　市民が抱える問題解決の糸口を見いだすきっかけづくりであり、ひいては
市民生活の安定をめざすものである。

【広報紙事務】
　全市版広報紙「広報さかい」と一体で作成（3ページ分を区広報紙とし、
区役所において原稿作成編集を行っている。）

【広聴・相談事務】
　市民が気軽に相談できる場として、各区役所に専門の相談員による
無料の相談窓口を設置する。
≪市民相談≫　　　　　月～金　9時から17時

　市民が気軽に相談できる場として無料相談窓口を設け、市
民が抱える問題解決の糸口を見いだすきっかけづくりの役割
を果たし、安定した市民生活を送れる手助けをするため、所
要の予算を要求するものである。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

その他事務経費

4

50

6

45

5



 令和3年度当初予算　予算要求シート

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

要求額（千円）

その他　

施設修繕料

25,885

電気・ガス・水道使用量

消耗品費・通信運搬費他

清掃・警備・設備運転監視等

空調設備修繕工事等
300

17,253

2,016

5,688

595

備品購入費

事業名 新金岡市民センター管理事業（北区）

施設維持管理委託料

光熱費

事業

概要

地域住民の教養及び文化の向上を図り、社会福祉の増進に
資する。

施設の維持、管理並びに老人集会所（和室３室・洋室１室）及
び障害者集会所（和室１室・洋室１室）の貸出し運営業務。

施設の経年劣化に伴う、施設本体及び設備の修繕・工事を
行い、利用者の利便性を図る。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 新金岡市民センター

25,852

令和2年度予算額

22,923

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

34,369

合計 34,369 25,852

その他　特記事項

３階和室空調修繕工事・２階
事務室空調修繕工事・３階電
気設備修繕工事

２階廊下天井ファンコイル
ユニット取替工事・施設の
維持・修繕等

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

0 ＡＥＤ買い替え

関連事業：

１階洋室空調修繕工事・３階
大集会室空調修繕工事・３階
第２・第３集会室床修繕工事
等

　R　～　R

2,135

5,751

598

債務負担行為

6



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業： 自治会活動推進事業（本庁）、地域安全推進事業

基本計画
　施策番号

5-(5) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

自治会活動推進補助金（校区）

513

21,511

未加入要支援対象者加算：150円×要援護者実人数×0.484

奨励加算：50円×75,448世帯×0.553

加入世帯補助：350円×75,448世帯×0.553

一律補助：280,000円×15団体

513

21,638

事業名 自治会活動推進事業（北区）

自治会活動推進補助金（区協議会）

事業

概要

自治会活動を支援することにより、地域の結束力の強化を図
り、市民参加・市民協働による明るく住みよい、安全な地域コ
ミュニティの形成や、住民相互の共助による災害に強い地域
社会の実現に向けた各種取組の活性化を図る。

・市内の自治会活動の促進を図るため、区自治連合協議会、校区自治連合
会の活動に対し補助金を交付。
・自治会が所有又は管理する防犯灯、防犯カメラ、掲示板に関する施設賠償
責任保険にかかる補助金を交付。
・防犯灯電気料金にかかる支援金を交付。

前年度に引き続き、各種支援を通じ自治会活動の活性化を
推進する。

AED電極パッド等交換補助金

自治会施設賠償責任保険補助金

認定防犯灯電気料金支援金

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 北区役所　自治推進課

47,221

令和2年度予算額

41,261

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

47,732

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

48

0

通信運搬費
自治会次世代担い手創生補助金

合計 47,732 47,221

その他　特記事項

自治会施設賠償責任保険補
助金の創設、運用開始

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

31,000円×15団体＋48,000円

20,881,000×1.011×1.1598

135

24,485

0

24,758

402

15,000×7校区、30,000×1校区

48

500

402
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

5-(5) 　 　

校区まちづくり協議会に対す
る補助上限額の見直しを行
う。

　R　～　R

6,000千円×15校区

合計 12,000 9,000

関連事業：

その他　特記事項

本事業の活用により、自己完
結的な市民協働・市民参加
による地域まちづくりを推進
する。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所自治推進課

9,000

令和2年度予算額

13,480

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

12,000
事業名 地域まちづくり支援事業（北区）

地域まちづくり支援事業補助金

事業

概要

地域住民が自らの課題を主体的・自己完結的に解決するた
めの取組みに対し、支援を行い、住民自治を促進する。

校区自治連合会や校区福祉委員会など校区の多様な団体
により構成される「校区まちづくり協議会」が主体となって実
施する事業に対し補助金を交付することにより、校区住民が
自らの課題を自らで主体的・自己完結的に解決するための
校区レベルでの活動に対する支援を行い、市民協働・市民参
加による共助の地域まちづくりを推進する。

 引き続き、本事業を実施していくが、本市の財政状況を踏ま
え、補助上限額の見直しを行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

12,000 9,000

8



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

750 750

事業名 自主防災活動支援事業（北区）

自主防災活動助成金

事業

概要

平成７年の阪神淡路大震災後、校区自治連合会ごとの自主
防災組織の設立・育成を開始した。自主防災組織は、自助・
共助の精神に基づき、日頃から防災訓練や啓発活動を行う
とともに、災害時においても地域の力をもって初期消火活
動、救出・救助活動を行うなど災害対策上きわめて重要な役
割を担うことが期待されるため、自主防災組織活動への支援
を行うものである。

自主防災活動助成金
自主防災組織に対し、当該組織が実施する防災訓練に必要
な資器材や物品等の購入費用を5万円を限度として助成す
る。

自主防災組織による防災訓練の実施及び防災啓発活動の
促進を支援できる要求とした。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 北区役所　自治推進課

750

令和2年度予算額

419

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

750

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 750 750

関連事業：自主防災活動支援事業（本庁）

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

50,000円×15校区

基本計画
　施策番号

5-(1) 　 　

9



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：まち美化推進事業（本庁）、路上喫煙等対策事業

事業の継続実施
巡視パトロールの効率的運
用による監視体制の継続

　R　～　R

軍手、ゴミ袋等

合計 32 32

その他　特記事項

巡視パトロールの効率的運
用による監視体制の継続

事業の継続実施
巡視パトロールの効率的
運用による監視体制の継
続

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　自治推進課

32

令和2年度予算額

34

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

32
事業名 まち美化推進事業（北区）

地域美化活動消耗品

事業

概要

産・官・民（自治会・市民団体）の三者協働による地域美化活
動を推進することにより、不法投棄やポイ捨て等の未然防止
に取り組み、市民や事業者等の美化意識を高めるとともに、
安心・安全・快適できれいなまちづくりを進める。

○不法投棄防止対策
不法投棄頻繁場所への監視カメラの設置、委託業者、地域
美化係による巡回監視を行い、点と面の監視を行う。また、
不法投棄の状況に応じて監視カメラの効果的な運用、重点
パトロール箇所の変更を行うなど、更なる不法投棄の未然防
止を行う。
○地域美化活動に対する支援
市民や事業者等による町会清掃などの自主的な地域美化活
動に対するごみ収集の支援を行う。

不法投棄の状況に応じて、監視カメラの効果的な運用、また
重点パトロール箇所の変更を行うなど、対策にかかる経費縮
減を維持しながら不法投棄のさらなる防止を図る。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

32 32

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業名

事業

概要

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

19,053

104

：

18,183

令和2年度予算額

15,204

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

19,157

北区役所　自治推進課

要求額（千円）

合計 19,157 18,183

その他　特記事項

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

18,076

基本計画
　施策番号

5-(4) 　 　

減量化・資源化事業（北区）

自治会・子ども会等営利を目的としない住民団体が、自主的
に行う資源物の集団回収に対して、報償金を交付することに
より、ごみの減量と資源化を図るとともに、ごみ問題に対する
意識の向上をめざす。

住民団体が、家庭から出された古紙などの資源物（新聞、雑
誌・その他の古紙、ダンボール、紙パック、古布）を自主的に
回収する集団回収に対して、報償金（１kgあたり４円）を交付
するもの。

古紙リサイクルの推進を目的に、集団回収報償金交付制度
の実施に係る所要の予算を要求するものである。

有価物集団回収報償金
集団回収報償金交付申請書郵送費

関連事業：減量化・資源化事業（本庁）

　R　～　R

@4円×213団体×21,215kg

@250円×213団体×2回

2年度上半期申請団体数
204団体

事業の継続実施 事業の継続実施

107
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：戸籍住民基本台帳事務（本庁）、新住民記録総合システム

基本計画
　施策番号

　 　

　R　～　R

市民課長会議・各係事務連絡会議等出張

合計 2,989 3,017

その他　特記事項

・マイナンバーカードへの旧氏併記等開始。
・デジタル手続法や戸籍法の一部改正に対
応するためのシステム改修を開始。

住民基本台帳標準化版住
記システムへの移行

スケジュール（経過及び今後展開）

戸籍附票の記載事項追加と
住民票の突合作業開始（市
民課）

1,253

50

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　市民課

3,017

令和2年度予算額

2,643

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,989
事業名 戸籍住民基本台帳事務（北区）

旅費

委託料

事業

概要

戸籍事務:夫婦や親子関係などの身分関係を正確に記録し、公証することで、
行政サービスの基礎の役割を担う。
住民基本台帳事務:住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住
民に関する事務の処理の基礎とするとともに、住民に関する記録の適正な管
理を行い、もって住民の利便を増進するとともに、国及び地方公共団体の行
政の合理化に資することを目的とする。
印鑑登録事務:印鑑（印影）を市町村の印鑑簿に登録して、必要なときは印鑑
登録証明書により私人の権利関係を公にすることを目的とする。

・戸籍事務
提出された戸籍届出を審査・処分を決定し、届出に基づき戸籍を記載する。
火葬をしようとする者に火（埋）葬許可証を交付する。
戸籍の証明書を必要とする者に証明書を交付する。
・住民基本台帳事務
住民から提出された住民異動届を受け付け、住民基本台帳に記録する。
住民基本台帳の証明書を請求された場合は、住民基本台帳から写しを作成
し交付する。また、外国人住民の出入国管理に係る中長期の在留等の届出
による、法務省からの通知に基づく住民基本台帳への記録を行う。
・印鑑登録事務
印鑑登録申請に基づき、印鑑登録を行う。
請求に基づき、印鑑登録証明書の交付をする。
・マイナンバーカード交付および関連事務

・おおむね実績に基づいた見込みでの要求額とした。
・マイナンバーカードの交付増加に伴う、窓口混雑の解消へ
の対応経費を要求。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

消耗品費

通信運搬費

90

1,596

住民基本台帳カード等産業廃棄物処理

追録・ゴム印・その他事務用品購入
戸籍届出書・個人番号カード交付通知等郵送料1,253

80

1,634

50
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

委託料

旅費

需用費

14,347

992

通信運搬費

区役所人材派遣委託料他

費用弁償（通勤費）、普通旅費

消耗品費、修繕料771

13,750

850

8,181

3,731

事業名 生活保護適正化（北区）

人件費

役務費

事業

概要

生活保護の適正化の推進を図るため、体制強化や給付のた
めのシステム整備、医療扶助の支給に関する点検等の充実
に努めることにより適切な運営を行い、最後のセーフティネッ
トとして市民の信頼を得ることを目的とする。

＜レセプトを活用した医療扶助適正化事業＞レセプトの資格審査を
行う職員を雇用し、レセプト点検による医療扶助の適正化を図る。
＜体制整備事業＞生活保護面接相談員を雇用し、専門的な面接相
談業務に従事させることで、真に保護を要する者が適切に保護を受
けることができる体制を整備する。
＜収入資産・扶養義務調査等充実事業＞専門の調査員を雇用し、
被保護者の年金・手当等の受給権の調査や扶養義務者への援助
依頼等に従事させることで生活保護の適正化を図る。

生活保護の適正化の推進を図るために必要な人件費、事務
経費を予算要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 北区役所　生活援護課

27,283

令和2年度予算額

30,904

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

27,218

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

782

7,767

3,240

合計 27,128 27,283

関連事業：

その他　特記事項

H23 面接相談員の拡充（7名増）
H24 医療扶助相談・指導員配置
H29 居住生活サポート事業実施

事業の随時見直し・継続
実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

報酬等

基本計画
　施策番号

2-(6) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：自立支援プログラム策定実施推進事業（各区）

基本計画
　施策番号

2-(6) 　 　

堺市被保護者就労促進事業
の継続的な実施

　R　～　R

就労支援相談員報酬、費用弁償等

合計 2,605 2,739

その他　特記事項

H15　堺市被保護者就労促
進事業実施

事業の随時見直し・継続
実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　生活援護課

2,739

令和2年度予算額

2,523

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,605
事業名 自立支援プログラム策定実施推進事業（北区）

区役所就労支援相談員

事業

概要

生活保護受給者の自立阻害要因を類型化のうえ必要な個別
支援プログラムを策定し、強化していくことで、生活保護制度
が目的とする生活保護受給者の自立を実現する。

＜堺市被保護者就労促進事業＞各区に就労支援相談員を
配置し、求職活動の支援、雇用情勢の分析、ハローワークと
の調整等、就労に向けた支援を実施する。

複雑かつ多様な課題を抱え、就労が難しい支援対象者に対
しても、一人ひとりに応じたより効果的な就労支援を行うため
に必要な事業費等を予算要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

2,605 2,739
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：聴覚・視覚障害者コミュニケーション支援事業（本庁）

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

視覚・聴覚障害者センターと
の連携強化

　R　～　R

会計年度任用職員報酬

合計 3,512 3,245

その他　特記事項

視覚・聴覚障害者センターと
の連携強化

視覚・聴覚障害者センター
との連携強化

スケジュール（経過及び今後展開）

203

11

7

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　地域福祉課

3,245

令和2年度予算額

2,836

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,512
事業名 聴覚・視覚障害者コミュニケーション支援事業（北区）

報酬

消耗品費

事業

概要

聴覚・視覚障害者の社会生活におけるコミュニケーションを
確保し、障害者が安心して暮らせる社会を実現する。

①聴覚障害者相談員の設置:各区役所に手話のできる聴覚
障害者相談員を設置し、聴覚障害者への相談を行う。
②手話通訳者、要約筆記者の派遣：聴覚障害者が病院への
受診、社会参加活動などを行う際に手話通訳者や要約筆記
者を派遣する。
③視覚障害者に対するボランティア活動を支援する。

聴覚・視覚障害に加え、知的・精神障害を重複する対象者が
増加しており、相談支援に一層の専門性が必要である。
併せて堺市手話言語条例の施行に伴い、市民等への手話の
普及啓発や障害者のコミュニケーション手段の利用促進に取
り組む必要がある。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

その他

職員手当等

旅費

2,729

562

ファクシミリ用トナー他

郵便料

会計年度任用職員期末手当

会計年度任用職員通勤費他81

2,614

532

11

7
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：高齢者福祉事務管理経費（本庁）

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　

事業の継続実施

　R　～　R

車椅子消耗品等

261261 堺市立老人集会所運営業務 等

合計 1,108 1,108

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

111

704

5

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　地域福祉課

1,108

令和2年度予算額

2,593

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,108
事業名 高齢者福祉事務管理経費（北区）

需要費　消耗品費

補助金

事業

概要

高齢化社会の中、高齢者が教養の向上やレクリエーション等
の活動を通じて、お互いの交流を図る身近な拠点施設を整
備することにより、高齢者の生きがいや介護予防に資するこ
とを目的とする。
（緊急通報システム・日常生活用具等）ひとり暮らしの高齢者
等の在宅生活を支援するため、サービス提供を行う。

（老人集会所・室）
老人集会所（堺市立）は、校区老人クラブ連合会等に運営を
委託。
老人集会室（地域所有）は、校区老人クラブ連合会等に運営
に係る補助金を支出。
（緊急通報システム・日常生活用具等）
各事業で申請等があった際の決定通知書等を送付する通信
運搬費。
高齢者へ車椅子の貸し出しを行っており、その修繕料及び消
耗品費。

老人集会所　3か所（＠80,000円）
老人集会室　11か所（＠64,000円）
通信運搬費　1310件（＠84円）
車椅子修繕料　3台（＠5,000円）
車椅子消耗品  10件（＠500円）

委託料 等

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

使用料及び賃借料

需要費　修繕料

役務費　通信運搬費

12

15

老人集会室運営補助金

有料道路通行料

車椅子修繕料

各事業通信運搬費111

12

15

704

5
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

5072

合計 6,480 6,171

関連事業：

その他　特記事項

平成8年度から、各区（当時は支所など）に
女性相談員を配置。　平成24年7月から配偶
者暴力相談支援センターを開設。平成27年
度女性相談員の増員による相談体制の強
化。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

75

4

1

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　子育て支援課

6,171

令和2年度予算額

6,580

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

6,480
事業名 女性相談事業（北区）

女性相談員報酬

消耗品費

事業

概要

各区に配置している女性相談員が、配偶者等の暴力(ＤＶ)、
離婚問題等日常生活上の様々な問題を抱える女性からの相
談に応じ、適切な支援を行うことにより、人権の擁護を図る。
さらに、平成24年7月には配偶者暴力相談支援センターを開
設し、ＤＶ被害者へ適切な支援を行い、配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保護の更なる推進を図る。

売春防止法に規定された婦人相談員（本市では女性相談員という）
を各区に2人配置（東・美原区は1人）し、さまざまな悩みを抱える女
性の相談に応じ、関係機関と連携を図り、自立に向けた支援等を
行っている。
　また、配偶者暴力相談支援センターに女性相談員を配置し、専用
ダイヤルを設けてＤＶ被害者からの相談に応じ、女性相談員等関係
機関と連携して支援を行うほか、各区女性相談員へのスーパーバ
イズ機能を有し、助言等を行っている。
その他
○女性弁護士によるＤＶ専門法律相談を実施
○自立支援を促進するためＤＶ被害者自立支援金を支給
○関係機関との連携のため、ＤＶ対策連絡会議等の実施　ほか

自動車借上料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

通信運搬費

女性相談員通勤費

女性相談員等出張旅費

6,087

241

65

5,865

188

3

0

基本計画
　施策番号

2-(6) 3-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(5) 　 　

事業の継続

　R　～　R

合計 3,298 3,107

関連事業：

その他　特記事項

平成8年度 母子自立支援員
に対する相談業務の実施。
平成26年度　母子・父子自立
支援員に名称改正。

事業の継続

スケジュール（経過及び今後展開）

15

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区　子育て支援課

3,107

令和2年度予算額

3,275

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,298
事業名 ひとり親家庭等支援事業（北区）

母子・父子自立支援員報酬

事業

概要

 ひとり親家庭等に対し必要な措置を講じ、生活の安定と福祉
の向上を図る。

 母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく母子・父子自立支
援員を配置し、ひとり親家庭等に対し、生活及び就労にかか
る相談・支援を実施。

ひとり親家等の生活安定と向上を図るため、母子・父子自立
支援員による相談支援に必要な経費を引き続き要求。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

母子・父子自立支援員通勤費

母子・父子自立支援員出張旅費

3,147

136

15

2,956

136
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

消耗品費、食糧費ほか

合計 21 20

関連事業：

その他　特記事項

H21年度より各区の認定こど
も園から保育士1名の参加

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　子育て支援課

20

令和2年度予算額

25

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

21
事業名 在宅乳幼児親子教室開催事業(北区）

需用費

事業

概要

　発達に課題等があり、集団指導が必要な在宅乳幼児及び
その保護者に対して適切な援助を行うことにより、子育て不
安の軽減を図る。

発達につまずきがあり経過観察が必要と思われる乳幼児（主
に１～３歳）を対象に、保健師、家庭児童相談員、心理士等
により、各保健センターで月１回程度集団による経過観察を
行い、子どもの療育の必要性を見極め、適切な進路指導を
行っている。（全９教室実施）

全市共通の事業として継続するための必要経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

通信運搬費

20

1

20

0

基本計画
　施策番号

3-(1) 3-(2) 3-(3) 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

継続実施

　R　～　R

合計 650 650

関連事業：

その他　特記事項

すべての市民が健康で生き
生きと暮らせる街づくりの一
環として、市民自らが健康づ
くりに主体的に取り組むため
の動機づけとして、健康相
談、健康チェック、体力測定
等で啓発普及を行う。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　北保健センター

650

令和2年度予算額

648

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

650
事業名 健康都市づくり関連事業（北区）

負担金

事業

概要

市民の健康長寿の延伸を目的とし、本市が策定する「健康さ
かい21」を基盤に、生活習慣病の予防や改善等に力点を置
き、心身とも健康で心豊かに生活できる地域社会の実現に向
けて多種多様な健康情報の提供や啓発活動などを行う。

健康まつりについて
健康啓発を目的に保健センターまつりを開催し、健康相談を
はじめ健康チェックや体力測定など、多種にわたる健康関連
について、情報提供のほか、啓発普及を行っている。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

すべての市民が健康で生き生きと暮らせる街づくりの一環と
して、市民自らが健康づくりに主体的に取り組むための動機
づけとして、健康相談、健康チェック、体力測定等で啓発普及
を行うために必要な経費を要求する。

債務負担行為
要求額（千円）

650 650

（単位：千円）

20



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(2) 　 　

既存事業の継続実施。

　R　～　R

合計 5,538 5,224

関連事業：

その他　特記事項

R2.10月より新たにロタウイル
スワクチンの予防接種がA類
疾病に追加。

既存事業の継続実施。

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　北保健センター

5,224

令和2年度予算額

5,411

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,538
事業名 予防接種(北区）

消耗品費

事業

概要

予防接種により国民全体の免疫水準を維持し、伝染のおそ
れのある疾病の発生及びまん延を予防し、公衆衛生の向上
及び増進に寄与する。

○Ａ類疾病…ＢＣＧ、ポリオ、ジフテリア、破傷風、百日せき、麻しん、風しん、水痘、
　　　　　　　　  日本脳炎、子宮頸がん、ヒブ、小児の肺炎球菌、B型肝炎、ロタの予防
　　　　　　　　  接種を公費負担する。
　　対 象 者…それぞれの対象年齢の者
　　実施場所…市内契約医療機関にて個別接種
　　　　　　　　　　※BCGは保健センターで集団接種
　　費用負担…対象者は無料
○Ｂ類疾病…インフルエンザ及び高齢者の肺炎球菌の予防接種を公費負担する。
　　対 象 者…【ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ】65歳以上の者、内部疾患のある60～64歳の者
　　　　　　　　　【肺炎球菌】65歳の者、内部疾患のある60～64歳の者
　　実施場所…市内医療機関にて個別接種
　　費用負担…【ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ】対象者は1,500円負担（低所得者は無料）
　　　　　　　　 　【肺炎球菌】対象者は4,000円負担（低所得者は無料）
※肺炎球菌は、65歳以上の定期接種対象者以外の者に対し、市独自の助成を実施。

　予防接種事業を円滑に実施するために必要な経費を要求
する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

通信運搬費

5,370

168

5,089

135
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業： 健康増進栄養事業
食育推進事業

債務負担行為
要求額（千円）

61 61

（単位：千円）

事業名 健康増進栄養事業(北区）

消耗品費

事業

概要

食生活を中心とした健康づくりについて、栄養指導や調理実
習等を行い、健康の保持増進、生活習慣病の予防を図る。

○健康づくり教室
　健康づくりの基本について、講義や実習を通じて学び、地
域での健康づくりリーダー養成を目的に各区で開催する。
○堺市健康づくり食生活改善推進協議会研修会
　地域で健康づくり活動を行うボランティア団体の活動を活性
化するため、講演や実習等の研修会を開催する。
○特定給食施設指導
　病院・事業所等の特定給食施設を対象に栄養・給食管理に
関する実地指導と講演会、調理師研修会を実施する。
○国民健康・栄養調査
　栄養摂取状況・身体状況・生活習慣等の調査を実施する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

食生活を中心とした健康づくりをめざし、健康づくり教室の開
催、食生活改善ボランティア団体の活動支援、特定給食施設
指導等、事業実施に必要な経費を継続して要求する。

： 北区役所　北保健センター

61

令和2年度予算額

61

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

61

2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 61 61

その他　特記事項

H13～堺市健康づくり食生活
改善推進協議会リーダー研
修会の開催
R2国民健康・栄養調査中止

事業実施

スケジュール（経過及び今後展開）

「新しい生活様式」に対応し
た方法で事業実施

　R　～　R

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業： 食育推進事業
健康増進栄養事業

債務負担行為
要求額（千円）

93 93

（単位：千円）

事業名 食育推進事業(北区）

消耗品費

事業

概要

堺市食育推進計画（第３次）に基づき、関係各課において事
業を展開するとともに、市民や関係団体との協働による食育
を推進することにより、将来に渡って健全な心身を培い、豊か
な人間性を育むことで、文化的な市民生活と活力のあるまち
の実現を図る。

○食育体験事業の実施
　各区保健センター等で調理実習を実施し、地域・学校・家庭
と連携した食育を推進する。
○栄養成分表示店指定事業
　飲食店の栄養成分表示、ヘルシーメニューの提供を行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

「堺市食育推進計画（第３次）」に基づく取り組みとして、その
事業の進捗状況を検証しながら、食育推進施策を総合的か
つ計画的に推進し、食育を広く市民に普及啓発していくため
必要な費用を要求する。

： 北区役所　北保健センター

93

令和2年度予算額

105

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

93

2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 93 93

その他　特記事項

H19.3 堺市食育推進計画策定
H24.3食育推進計画（第2次)策定
H29.3食育推進計画（第3次)策定
R3.1　堺市食育推進計画（第3次）評
価のための市民アンケート調査

事業実施

スケジュール（経過及び今後展開）

堺市食育推進計画（第3次)に
基づく事業の実施
堺市食育推進計画（第3次)
次期計画の策定

　R　～　R

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

132 168

事業名 成人保健指導事業（北区）

消耗品費

事業

概要

健康増進法に基づき、生活習慣病予防のため、科学的根拠
に基づく健康づくりに関する情報等を提供し、市民の健康の
保持増進を図る。

各保健センターが、所内や地域会館等で、健康教育や健康
相談を実施する他、療養上の保健指導が必要な方やその家
族に対して保健師等が訪問して必要な指導を行う。
○健康教育：生活習慣病等に関する正しい知識の普及を図
ることにより、市民自らが健康づくりに取り組むという認識と
自覚を高め、市民の健康の保持増進につなげる。
○健康相談：心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な
指導及び助言を行い、家庭における健康管理を支援する。
○その他の健康増進事業等：療養上の保健指導が必要な方
とその家族に対する訪問指導を行い、心身機能の低下防止
及び健康の保持増進につなげる。

堺市健康増進計画に基づき、継続的に市民主体の健康づく
りを推進するために必要な経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 北区役所　北保健センター

168

令和2年度予算額

160

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

132

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 132 168

関連事業：成人保健指導事業（本庁）

その他　特記事項

スケジュール（経過及び今後展開）

　R　～　R

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

通信運搬費

委託料

37

271

45

20

173

（単位：千円）

事業名 がん検診（北区）

消耗品

事業

概要

対象年齢の市民に各種がん検診を実施することで、がんを
早期に発見し、早期治療に結びつけることにより、がん死亡
者の減少を図り、市民の健康の保持増進を図る。

○胃がん検診：50歳以上で偶数年齢の者が対象
○肺がん検診：40歳以上の者が対象
○大腸がん検診：40歳以上の者が対象
○子宮がん検診：20歳以上で偶数年齢の女性が対象
　・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業（国庫
補助事業）の実施。20歳へ無料クーポンを送付
○乳がん検診：40歳以上で偶数年齢の女性が対象
　・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業（国庫
補助事業）の実施。40歳へ無料クーポンを送付
○健康増進・がん対策推進事業：がん対策予防啓発等
○がん検診精度管理：読影等実施

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

がん検診の事業実施に必要な経費を要求する

： 北区役所　北保健センター

238

令和2年度予算額

506

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

353

2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

45

合計 353 238

関連事業：　

その他　特記事項

各種がん検診を継続実施 無償化終了
事業は継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

　 　

継続実施

　R　～　R

合計 8 12

関連事業：

その他　特記事項

平成30年4月から事業開始
（大阪府より権限移譲）

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

期間

： 北区役所　北保健センター

12

令和2年度予算額

8

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

8
事業名 難病患者支援事業（北区）

消耗品費

事業

概要

　堺市在住の難病患者やその家族が、療養生活における不
安や悩みを解消し、生活の質を向上させながら、地域で安心
して自立できるよう支援する。
　また、難病専従のスタッフを確保した組織体制で本事業を
担うことにより、迅速かつ効果的に専門的知識と技術の提供
ができる。

・特定医療費助成事業等の難病施策の普及促進を図る
・関係機関のスタッフが、難病に関する知識や理解を深め、
質の高いサービスを提供できるよう研修会の開催及び交流
の場を提供する
・ＡＬＳケアマネジメントの充実とともに、個別支援疾病の対象
に複数の神経・筋難病等を加え、支援体制の充実を図る

　「難病の患者に対する医療等に関する法律」及び「難病特
別対策推進事業実施要綱」に基づき、難病の患者に対する
医療提供体制の確保と良質かつ適切な医療医療及び患者
支援の確保を図る

事業費（千円）

主な要求内容
項目

　難病医療費（指定難病）助成事業、療養生活環境整備事業

債務負担行為
要求額（千円）

通信運搬費

5

3

2

10

26



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

通信運搬費

45

10

45

10

事業名 被爆者健診事業（北区）

消耗品費

事業

概要

　原爆被爆者及び被爆二世が今なお置かれている健康状態
を把握し、健康保持及び向上を図る。

　原爆被爆者に対して大阪府から業務委託を受け、年間2回
の健康診断を行うもの。
　また、被爆二世の希望者に対しても大阪府から業務委託を
受け、年間1回の健康診断を行うもの。

　本事業は、「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」
に基づくものであり、被爆二世についても国が定める平成15
年7月25日健発第0725002号「被爆二世健康診断調査事業
実施要綱」に基づき健康診断を実施するものである。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 北区役所　北保健センター

55

令和2年度予算額

35

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

55

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 55 55

関連事業：

その他　特記事項

一回目　7月、8月
二回目　10月、11月

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

・事業の継続実施

　R　～　R

合計 40 40

関連事業：

その他　特記事項

・堺市歯科口腔保健推進計
画の策定　事業の継続実施

・事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　北保健センター

40

令和2年度予算額

40

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

40
事業名 歯科口腔保健事業(北区)

消耗品費

事業

概要

歯科口腔保健に関する正しい知識を普及、啓発し、歯科疾患
予防の徹底を図るとともに、その早期発見、早期治療を励行
することで、歯科口腔保健の維持改善を行い、もって市民の
健康保持増進を図る。

・80歳で20本以上の歯を保つことを目標とした「8020（ハチマ
ルニイマル）運動 」について、関係団体などと協力して各種
の啓発活動を実施し推進を行う。
・各保健センターにおいて、歯科相談、保健指導を行う。
・堺市口腔保健センターにおいて、歯の健康相談・健康展を
年２回開催し、歯科相談、歯みがき指導等を行い、歯と口の
健康に関する正しい知識の普及や歯科疾患の早期発見をめ
ざす。
・堺市歯科口腔保健推進計画懇話会を開催し、学識経験者
や保健医療専門職、市民等から意見の聴取を行い、進捗管
理及び計画の見直し、策定を行う。

口腔の健康の維持増進を図ることは、単に歯を残すことだけ
ではなく、心身の健康と質の高い日常生活を送ることにつな
がることから、効果的に市民に啓発するため、方法や媒体を
検討する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

40 40
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

継続実施

　R　～　R

合計 105 105

関連事業：

その他　特記事項

1歳6か月児～4歳未満を対
象に子どもの歯相談室で実
施。平成19年度より1歳6か
月児健康診査時に実施。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　北保健センター

105

令和2年度予算額

104

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

105
事業名 フッ素塗布事業（北区）

消耗品費

事業

概要

乳幼児のう蝕罹患率の減少を目的に、う蝕予防に有効なフッ
素塗布を手段の一つとして実施する。また、その後のかかり
つけ歯科医での継続塗布の啓発をすることにより、う蝕罹患
の改善を図る。

1歳6か月児健康診査および2歳児の歯科相談、子どもの歯
相談室で希望した対象年齢内の者(1歳6か月児～4歳未満）
に対して1人1回フッ素塗布を行う。また、1歳6か月児健康診
査時にう蝕罹患の可能性の高いと判断された者については、
2歳児の歯科相談時にフッ素塗布を行う。塗布後は継続塗布
についての必要性やむし歯予防効果などを啓発し、フッ素塗
布手帳などを活用しながらかかりつけ歯科医での継続塗布
の勧奨を行う。

「フッ素塗布の経験者の割合」「3歳児でう蝕のない児の割
合」は堺市歯科口腔保健推進計画の目標値に掲げている。
希望者へのフッ素塗布を行うことで今後もさらなるう蝕の軽減
を図る。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

105 105
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：乳児家庭全戸訪問事業

債務負担行為
要求額（千円）

食糧費

通信運搬費

251

3

185

251

3

事業名 妊産婦・乳幼児等の保健指導事業（北区）

消耗品費

事業

概要

　妊産婦や乳幼児の保護者に対し、その時期や個々の状況
に応じた保健指導を行い、保護者が安心して子育てできるよ
う支援するとともに、親子の健康の保持増進を図ることを目
的とする。

①妊娠・出産にかかる相談・支援
個別支援：妊娠から出産・子育て期に健やかに生活できるよ
う、保健指導を行う。また、不安や心配事があった場合の相
談窓口の周知。
支援者がなく、在宅での育児が困難な方への支援の強化。
集団支援：子育ての仲間づくりや、同じ悩みを抱える保護者
の会などにつなげ、孤立を防ぐ。
啓発：妊産婦にやさしい環境づくりとして、マタニティマークの
普及・啓発をはじめ、事故予防や喫煙等に関する啓発を行
う。
②思春期の情報提供
地域や学校と連携し、望まない妊娠予防や妊孕性等の情報

〇妊娠期から子育て期における切れめのない支援の充実。
パパの育児教室、産前・産後サポート事業・産後ケア事業、
助産師による育児ひろば事業等の拡充。

〇子どもの虐待の予防や早期発見・早期対応を実践するた
めの支援者の育成にかかる研修の充実。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 北区役所　北保健センター

439

令和2年度予算額

323

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

332

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

78

合計 332 439

その他　特記事項

昭和20年代～乳幼児の健康管理開始。平
成21年～妊娠届出時全件面接を開始。平成
26年度妊娠出産包括支援モデル事業、平成
27年度妊娠出産包括支援事業で、妊娠中か
ら子育て期の切れめのない支援の充実に取
り組む。

事業内容の評価を行いな
がら更なる充実を図る。

スケジュール（経過及び今後展開）

妊娠中から子育て期の切れめのない支援の
充実を図る。
子どもの虐待の予防、早期発見、関係機関
と連携した早期対応に取り組む。

　R　～　R

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

　 　

継続実施

　R　～　R

パンフレット等

合計 113 113

関連事業：

その他　特記事項

平成20年度の医療制度改革
により事業開始

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

25

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 北区役所　北保健センター

113

令和2年度予算額

113

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

113
事業名 特定保健指導事業（北区）

消耗品費

事業

概要

糖尿病等の生活習慣病有病者と予備群の減少をめざすた
め、特定健康診査の検査結果により糖尿病、高血圧症、脂
質異常症等、生活習慣病の危険因子を複数併せ持つ該当者
に対し特定保健指導を実施し、適切な生活習慣あるいは健
康の保持・増進へつなげることを目的とする。

【実施方法】
①動機づけ支援
市内協力医療機関にて実施。健診結果の説明後に生活習慣の改善に向け
た行動変容を促す支援を原則1回行い、3ヵ月以上経過後に評価を実施。
②積極的支援
市内協力医療機関、保健指導機関及び保健センターにて実施。健診結果の
説明後に生活習慣の改善に向けた行動変容を促す支援を3ヵ月以上継続し
て行い、3ヵ月以上経過後に評価を実施。
①及び②とも自己負担金は無料
【対象者】
特定健康診査受診者のうち、生活習慣病のリスク要因の数に応じて階層化し
た結果、保健指導が必要となった者。

特定保健指導の事業実施に必要な経費を要求する

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

印刷製本費

役務費

64

24 封筒作成費

通知用25

77

11

31


